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研究概要 

１．序 

 アジア、アフリカ地域では人口増加により人間の生活域は著しく拡大し、人間の経済活動を本

来無縁であった自然環境にまで進出させている。また、紛争地域やその周辺、さらには難民問題

を抱える地域では、外部からの人口流入や異常な人口集中に伴い、従来存在しなかった習慣や行

動様式が定着し、そこに生息する希尐動植物、さらには環境全体にまであらたな影響を及ぼしは

じめている。これらの活発な人間の活動は、大型類人猿の存続に直接的に打撃を与えるだけでな

く、彼らの生息環境を急速に消し去りつつある。 

 こうした事態に対応するためには、大型類人猿の正確な生息実態を把握し、彼らへの脅威とな

っている諸原因を究明し、それらをとりのぞく施策を一刻も早く講じる必要がある。そのために

は、自然環境だけでなく社会･経済問題にも対処できるよう文理融合の研究が必要である。 

 エコツーリズムという事業は、自然資源の务化をもたらさずに、持続的な観光開発によって地

元を経済的に潤し、その資源の価値に対する認識を高める効果があると期待されている。したが

って、エコツーリズムを正しく推進するためには、1)資源を持続させるための方策、2)地元住民

の参画、3)経済効果、という 3 つの目的が統合され達成されなければならない。 

 近年、呼吸器系の感染症やエボラ出血熱などの感染症が、野生個体群の生存への脅威として注

目されている。狩猟や森林伐採はそれ自体類人猿の生存への脅威であると同時に、人間と大型類

人猿の接触頻度を増加させ、感染症の相互伝播リスクを高める。一方、エコツーリズムなどの保

護活動も、適切な配慮を欠くと感染リスクを増加させる。さらに、人間との頻繁な接触は大型類

人猿にストレスを与え、健康状態の悪化をもたらす恐れがある。このため、大型類人猿の保全計

画を策定する際には、人間活動が大型類人猿の健康に与える影響を明らかにすることが不可欠で

ある。 

 人間と大型類人猿はどうすれば共存できるだろうか。国立公園化はひとつの重要な方策であ

る。しかし、人口急増と人間の生活域の拡大という情勢のなかで、国立公園などの保護区を作る

という従来の自然保護政策だけでは、もはや大型類人猿の将来にわたる生存を保証するに十分と

はいえない。また、遺伝的务化を引き起こさずに済む十分な頭数の大型類人猿と、生息を保証す

る十分な面積の森林を長期的に保護するには、大型類人猿と人間が共存する地域において、地域

住民の合意と積極的な参画の得られるボトムアップ型の森林保全計画を立案することがなにより

も重要である。さらに、手つかずの森林を囲い込むだけでなく、人間活動によって分断された生

息地を植林でつなぐ「緑の回廊」は、大型類人猿の生息地の保全に積極的に関わる有効な手段と

なるだろう。また国立公園の場合も、人間が作った公園の境界線とは関係なく公園外に個体群が

存在し、国立公園周辺住民との共存も課題となっている。 

 

２．研究目的 

 大型類人猿分布域で近年人間活動が顕著になりつつある地域に注目し（図 1）、大型類人猿の

生息実態調査を通じて人間活動が彼らの生息に与えている影響とその実体に関する基礎資料を収

集する。その上で、地域に適した将来的に永続可能な保全プランを作成し、それに基づくボトム

アップ型の保全活動の早急な実現にむけて検討することを目的とする。 
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 そのために、まず大型類人猿が生息する各地域において、その生息状況を明らかにし、その生

息を制限している人為的、自然的要因を解明する。人為的要因については、とくに密猟、開墾、

伐採の程度と大型類人猿の生息密度との関係を明らかにすることで、現地の人間活動がどの程

度、大型類人猿の生息に影響を及ぼしているか明らかにする。 

 また、これまでにおこなわれてきたエコツーリズムと地元住民の生活実態を詳細に分析し、必

要な改善を検討し、類人猿の生態・行動・社会の特徴にあった方式に作り変える。こうしてでき

た有効で具体的な対策を地元のコミュニティに対し提言する。 

さらに、人間と大型類人猿の相互伝播が疑われる感染症や、大型類人猿のストレスを調査し、

地域住民の活動およびエコツーリズム等の保護活動が大型類人猿の健康状態に与える影響を明ら

かにすることによって、大型類人猿を感染症から防御し、ストレスを軽減する対策を構築するこ

とをめざす。 

 大型類人猿と人間活動がせめぎあう地域における保護政策の立案をおこなうにあたってとくに

重要なのは、地域住民の合意である。森林という大きな資源を守るには、保護区制定の法整備や

力による保護区の防衛では不十分である。したがって、住民が納得し参画できるための保全政策

立案のための基礎資料を得なければならない。そのためにはまず、森林利用の制限によって、住

民がどのような不利益を被るかを、量的にモニタリングする。また、住民のどういった活動が森

林 にどのような影響を及ぼすのかについても、量的なデータを収集する。 

 大型類人猿の生息地が人間活動によって分断化されている地域では、植林プロジェクトを実施

し、分断された大型類人猿の生息地を再連結することを目的とする。 

 

 

 

 

 
 

 

図 1. 本課題で調査をおこなった全地域 
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３．研究の方法および結果 

調査地となったのは、ギニア共和国のボッソウ・ニンバ生態圏保護区（以下、ボッソウもしく

はニンバ）、ウガンダ共和国のカリンズ森林保護区（以下、カリンズ）、コンゴ民主共和国のル

オー学術保護区（以下、ルオー）と、カフジ・ビエガ国立公園（以下、カフジ）、ガボン共和国

のムカラバ・ドゥドゥ国立公園（以下、ムカラバ）、タンザニア連合共和国のウガラ森林保護区

（以下、ウガラ）とマハレ山塊国立公園（以下、マハレ）、インドネシア共和国のクタイ国立公

園、マレーシアのダナムバレー保護区である（図 1）。これらの地域で、下記の 5 つのサブテー

マにわけて研究を推進した。 

 

（１）大型類人猿の分布と密度に関する研究 

 自然的要因を把握するため、センサス・ルートでは直接観察、および糞・足跡・食痕・音声な

どの間接的証拠から中・大型哺乳類種の個体数や発見頻度を記録し、小型哺乳類の情報も収集し

た。さらに、ルート上では植物センサスもおこなった。気温・湿度・降雨量など気候条件、さら

に地形・地質などの資料も収集した。大型類人猿の生息地の植生は、熱帯半落葉林、ミオンボ乾

燥疎開林、山地林性一次林及び二次林、竹林、湿地、サバンナ、常緑湿潤林、熱帯多雨林、熱帯

低地季節林、低地混交フタバガキ林など、多彩だった。また、それらの環境には東アフリカ由来

のサバンナ性動物、中央アフリカ由来の森林性動物、南･西アフリカ由来の疎開林性動物、東南

アジア由来の森林性動物などが認められたが、それらの中の希尐動物はその密度を急減させてい

ると予想された。 

 9 調査地域において、大型類人猿の生息状況を明らかにするために、分布域と生息密度の推定

に必要な情報を収集した。分布・生息状況に関しては広域調査による直接観察を主体に、聞き込

み調査を併用した。その結果、推定生息密度(頭数/km2）は、マハレ 0.4（チンパンジー）、ウガ

ラ 0.1（同）、カリンズ 1.9-5.5（同）、カフジ 0.1（同）、0.3（ヒガシゴリラ）、ルオー0.6-0.7

（ボノボ）、ムカラバ 0.6-0.9（チンパンジー）、1.6-7.0（ニシゴリラ）、ボッソウ 0.4（チン

パンジー）、クタイ 0.3-0.6（オランウータン）、ダナムバレー0.4-1.5（同）であった。長期調

査がおこなわれている地域では、生息密度が比較的安定、あるいは回復傾向が見られた。ほとん

どの地域で分布域には大きな変化は認められなかったが、ウガラやルオーでは遊動域を大きくシ

フトさせた集団が確認された。 

 人的要因に関しては、罠、密猟者が動物を解体処理する狩猟キャンプ、銃に利用される火薬作

成のためのキャンプ、伐採された樹木、伐採した木材を搬出する林道、現地住民による野生動植

物の利用状況、民家、開墾された畑などについて、その頻度と規模を記録した。また、生息域内

にある幹線道の自動車の交通量、外部からの人口流入の規模と頻度、近隣諸国の戦争によって設

けられた難民キャンプの規模や難民の生活等についても直接・間接的に情報収集をおこなった。

その結果、ダナムバレーを除くすべての調査地で、密猟や違法伐採が確認された。また、内戦や

経済状況の悪化が、それぞれの地域に独特の生活様式に大きな影響を及ぼしていることが明らか

になった。これらの状況が、大型類人猿の生存に脅威を与えている。 

 

（２）地域住民による森林利用の実態と環境変動についての研究 

 保全活動をおこなう森林保護区等に隣接する集落を対象に、集落ごとに 10～20 程度の家族を

選び、以下の資料を収集した。各モニター家族には、毎月はじめに、家族構成、所有する畑の面

積と栽培作物、所有する家畜の種類と頭数、所有する果樹の種類と本数などを記録させた。さら

に、その家庭に出入りする食料、燃料、その他森林・川・湖から採取されるものの種類と量、出

入りの方向と方法を毎日記録させた。3 年間の調査でカリンズ 25 家族、ルオー17 家族、カフジ

10 家族、ウガラ 10 家族をこのモニタリング調査の対象とした。首都からのアクセスがよく、比

較的社会資本の整備が進んだカリンズでは、主食は自給作物が中心であるが、購入にもたよって

いた。タンパク源のほとんどは購入していた。農作物の売却により、ある程度の現金収入も得て

いた。燃料は、薪の半分は人工林から、残り半分も自然林からの枯木の採取でまかなっていた。

首都から遠く社会資本の整備も大きく遅れているルオーでは、現金収入はほとんどなく、主食は

自給できるが、果実や野菜類は森林からの採取も多く、動物性タンパクのほとんどを森林と河川

の野生動物にたよっていた。ただ、薪はほとんどを焼き畑の燃え残りでまかなっており、森林か

らの採取はほとんどなかった。 

 人間活動の影響の程度を評価するため、調査員が森林内の各区画を巡回し、人間活動の痕跡の

種類や位置を記録し、森林内における人間活動の分布と、その経時的変化を分析した。とくにカ

リンズでは、村人による森林利用のダメージが幹線道路沿いのごく限られた範囲にとどまり、そ

の程度も軽微であった。一方で、合法的な木材伐採がおこなわれている区画の周辺では、さまざ
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まな違法行為が森林に大きなダメージを与えていた。 

 ルオーなどでは、地域住民によるローカルNGOなどの自発的な活動が見られた。そこで、コン

ゴ民主共和国の地域住民参加型森林資源管理方式が実効性と持続可能性を備えるために望まれる

制度的環境について、森林行政や新資源管理専門家からのヒアリング、収集資料調査、および現

地行政活動の実態調査をおこなった。内戦等の社会・経済・政治的混乱を経てきたコンゴに特有

な状況を踏まえた上で、住民参加型の森林管理方式を促進しながら、公正かつ透明な森林行政の

再構築に向けた粘り強い努力が不可欠であることがわかった。 

 以上で得られた結果を、それぞれの地域の行政組織や森林管理組織に提示し、地域の実情に即

した保護管理プログラムを作成する参考にした。 

 

（３）大型類人猿の疾病と人間活動が大型類人猿の健康状態に与える影響についての研究  

 野生大型類人猿が保有する寄生虫、細菌、DNAウィルス等の病原体検索のための試料収集プロ

トコルを作成し、アフリカとアジアの 8 つの調査地から糞、尿、植物のしがみ滓、計 910 試料を

収集した。その地域で初の記載となる寄生虫を含む、多種類の回虫、糞線虫、鞭虫などが検出さ

れ、寄生虫や細菌の種類は調査地ごとに異なった。糞線虫、ヒトメタニューモウィルス、および

非病原性のレトロウィルスについて、ヒト－大型類人猿間の相互感染を示唆する結果が得られ

た。家畜からの感染の可能性が考えられる例もあった。研究とエコツーリズムの対象である野生

チンパンジー集団の健康モニタリングをマハレでおこない、風邪の流行している時期に赤ん坊の

死亡率が高いこと、観光客の人数の増加が野生チンパンジーの下痢 や咳の増加と相関すること

を明かにした。国内の飼育チンパンジーを対象にヒト由来疾病への暴露状況検索をおこない、百

日咳菌、パラインフルエンザIII型、ヒトメタニューモウィルスなどに対して抗体を有する個体

が多く存在することを明かにした。野生大型類人猿が生息する地域の住民の排便・排尿状況につ

いて聞き取り調査をおこなった。トイレの設置・使用や排便時に穴を掘ることにより類人猿への

感染リスクが低くなっていると考えられる地域がある一方、そのような処置がなされていない地

域もあった。糞サンプルから得られるコルチゾール濃度を指標として野生ゴリラの人付け過程に

おけるストレスを評価したところ、人付け初期には高かったストレスが人付けの進行とともに減

尐するが、過度に接近すると再びストレスが増加することがわかった。 

 

（４）植林による森林再生と分断化された生息地の再連結についての研究 

 大型類人猿の地域ごとに適した森林再生プログラムの基礎資料を得るため、ボッソウ-ニンバ

地域とカリンズで、ヘキサチューブと呼ばれる、ポリプロピレン製の筒を用いて風倒や食害から

苗を保護する方法によって、植林を施した。 

 ボッソウ-ニンバ地域では、ボッソウとニンバ山のチンパンジー生息域がサバンナで分断され

ており、その再連結が急務である。このサバンナにヘキサチューブを用いて植林したところ、サ

バンナでは、苗木の移植の際に枯れてしまったり、苗がヘキサチューブごと野火に焼かれてしま

うことが多かった。そこで、サバンナに東屋を建て苗木を保護する方法をあらたに取り入れた。

東屋下の苗木の生育は良好であり、森林由来の実生を移植しても生存可能なことが明らかになっ

た。一方で、苗木を種子から育てるには多くの手間がかかるだけでなく、そのサバンナへの移植

作業も丁寧におこなう必要があるなど、多くの努力の投入が強いられる。そこで、より簡便な方

法として挿し木による植林方法をあらたに実行したところ、現時点では有効な手法の一つと考え

られる結果が得られた。 

 カリンズでは、チンパンジー2 集団（M集団、S集団）を対象に遊動と採食に関する調査をおこ

ない、植林を実施するための基礎的データを収集した。その結果、チンパンジーの採食やネスト

作りに使用する樹種が明らかになり、チンパンジーが伐採地や二次林をどのように利用している

かが明らかになった。また、チンパンジーの糞から見つかった種子や森林内で見つかった実生か

ら植林のための苗床を作った。この苗を用いて、オープンな場所と森林内のギャップの 2 箇所

で、ヘキサチューブあり/なしの 2 つのやり方で植林をおこない、ヘキサチューブの効果を調べ

た。森林空き地のようなオープンな場所では、特定の種を選ぶとヘキサチューブは成長を促進す

ることがわかった。 

 

（５）エコツーリズムとコミュニティ・コンサベーションによる環境保全の研究  

 カフジ、カリンズ、マハレ、ボッソウ、ルオーの 5 地域について、地元住民や行政関係者を集

めて数回にわたる会合を開き、国立公園や保護区と地元が抱える問題点、環境保全や類人猿に関

する知識、エコツーリズムに関する認識や期待などについて話し合いをもち、そこで得た情報を
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基に分析をおこなった。また、現地で複数の調査助手を雇用し、現地の法令や規則、これまでに

実施されているエコツーリズムの実態に関する資料、国際的なNGOや政府間協力によっておこな

われた保全事業についての資料を収集した。現在もっともエコツーリズムが活発におこなわれて

いる地域の一つであるマハレでは、直接観察によるツーリズムの情報を収集した。その結果、エ

コツーリズムの問題点として、住民への環境教育や保全への理解促進が十分に図られていないこ

と、エコツーリズムが訪問客にも地元にも満足する状態で運営されていないこと、地元への利益

の還元が満足する形ではおこなわれていないことなどの共通点が見いだされた。まだエコツーリ

ズムを実施していないルオーやムカラバでも同じような問題に悩み、同じような可能性があるこ

とが確かめられた。両地域の住民は長年日本人研究者と調査を一緒におこなってきた結果、類人

猿の名前を熟知しており、保護への関心も高い。これらの地域ではまだ政府主導による観光事業

が誘致されていないことが、かえって地元主導型の観光を創出しやすい条件を持っていると考え

られた。 

 

４．考察 

 本研究の 9 つの調査対象地は、気候条件、地形条件、環境を構成する植生など変化に富んでい

る。それぞれの環境に異なる大型類人猿が生息している一方で、異なる環境であっても同種の大

型類人猿が生息していたり、異種の大型類人猿が同所的に生息している所も認められた。これは

多様な生態条件に対する大型類人猿の適応能力の高さを示している。各調査地は大型類人猿以外

にも多様な動物が生息しているが、それらのいくつかは生息密度が急激に減尐していることが示

唆された。そうした動物の中には、その地域のエコシステムの中核を担う、いわゆるキーストー

ン種も含まれている。よって、それらの減尐や絶滅は、大型類人猿にとっても、その生息環境へ

の大きな影響が及ぼされるもの考えられる。 

 大型類人猿の分布域や生息密度の著しい減尐にへの早急な対策が求められる地域が見いだされ

たが、長期研究がおこなわれている地域では、大型類人猿の生息状況が安定あるいは回復に向か

っている調査地もあり、地域密着型の現地調査が保全に大きな効力を発している傾向が認められ

た。同様に、地域住民の理解度を高めるための環境教育や啓発活動を、地域に根ざした形で進め

ていくことの重要性も示唆された。 

 一方、密猟、住民の不法定住、農耕地の開墾、木材目当ての違法盗伐、人獣共通感染症など、

活発な人間活動が大型類人猿の生存に直接的・間接的に影響を及ぼしている。内戦や経済重視型

の社会情勢下では、人々が利便さや見かけの豊かさを追い求める。その結果、各地域に根ざした

伝統、習慣、風習、文化は大きな影響を受け、本来その地域にあった生活様式を一変させてしま

う。結局は、人間の意識と活動そのものが本来の自然環境を破壊し、そこに生息する大型類人猿

や他の動物をも絶滅の道へと導くのである。人間活動のあり方を再度見つめ直し、持続的な保全

活動を早急に実施することが不可欠である。 

 地域住民の森林利用の実態調査では、熱帯アフリカでもっとも開発の進んだ地域にあるカリン

ズと、もっとも開発の遅れた地域にあるルオーという、典型的な 2 つのケースを示せた。前者で

は、概して森林資源への依存度は低いので、研究活動や小規模なエコツーリズムの導入によって

雇用と現金収入を生み出せれば、地域住民の生活に大きな影響を及ぼすぼすことなく森林保全を

進められる。後者の地域では、森林資源への依存度が高いため、保全による森林の利用の制限は

地域住民の生活に大きな影響を及ぼすと考えられた。研究プロジェクト等の誘致による現金収入

の拡大、生産性の高い家畜の導入、河川漁業の技術改良、都市と村を結ぶ運搬船の定期運行によ

る農作物売却の機会拡大などが今後の重要な課題である。カフジの周辺地域とウガラでは、収集

したデータの分析結果は間に合わなかったが、前者の地域では、記録の指導やデータの収集、デ

ータ入力を現地の研究協力者が先頭に立っておこなっており、コミュニティ・コンサベーション

という面でのさまざまな副次効果が見られてきている。また、ウガラは類人猿の生息限界である

乾燥した地域であり、住民の生活も他の調査対象の地域と大きく異なるので、様々な環境での保

全政策のモデルプランを示す上できわめて重要である。このような比較を通じて、地域ごとの特

徴をつかみ、その地域にあった森林と動物の保護を考えることで、これまでになく住民の生活に

きめ細かに配慮した、効果的な保護政策が立案、実行できると考えられる。  

 人間活動の森林への影響に関する調査では、そのモニタリングが各地域の現状を把握するのに

有効な方法であることが確認できた。カリンズのように、村人による森林利用のダメージは軽微

である一方、伐採や密猟、砂金収集のための地面の掘り起こしなどの違法行為が森林に大きなダ

メージを与えている地域では、地域住民の生活に配慮し、協力して保全活動を進めていく一方

で、地域住民の理解を得て違法行為を厳しく取り締まっていくことの必要性が、あらためて浮き

彫りになった。この調査で得られたデータは、さらに数年後同様の調査をおこなって比較するこ
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とで、あらたな価値を持つようになる。そういった比較を通して、変化の方向と速度をも考慮し

た保護政策の立案へとつなげていくことができる。 

 大型類人猿の疾病調査では、糞などの非侵襲的な試料から、寄生虫・細菌・ウィルスの感染状

況を調べることが可能と示された。寄生虫には地域特異性がみられ、大型類人猿の疾病対策は、

同所的に生息する病原体の媒介動物と伝播経路を網羅的に検討して、地域の状況に即して考える

必要がある。微生物には宿主特異性があるため、大型類人猿が保有する微生物種は通常ヒトの保

有する種とは異なる。しかし、飼育個体の調査から大型類人猿－ヒト間で感染が容易に成立する

ことが確認され、実際に野生下での相互感染を示す結果が得られた。直接観察による疾病兆候の

モニタリングは、野外での感染状況の有効な把握方法であり、観光客数の増加がチンパンジーの

健康に悪影響を及ぼすことが明らかになった。本来接することのないヒト由来の病原体が人為的

に生息地に持ち込まれ大型類人猿に感染すると、本来の宿主より重篤な症状を引き起こす危険性

もある。それゆえ、エコツーリズム等において各国から訪れる観光客には、マスクの着用や一定

の検疫期間を設けるなど、慎重な対応が必要である。大型類人猿の疾病の原因には、ストレスに

よる免疫力低下という間接的な原因もある。糞中コルチゾール濃度を指標として人付け過程にあ

る野生ゴリラを調べた結果からは、人づけによりゴリラが人間から受けるストレスは軽減される

が、過度の接近は人づけされたゴリラにも相当のストレス要因となることが示唆された。  

 カリンズのチンパンジーでは、ある程度植生が回復した二次林はよく利用するものの、開けた

伐採地の利用はほとんどなかった。植生が回復するにつれ、チンパンジーの利用は徐々に増える

が、大規模な伐採はチンパンジーの生存への大きなダメージとなり得ることが示唆された。ヘキ

サチューブを使った植林では、樹種によって異なるものの、特に雨の尐ない時期にはヘキサチュ

ーブを使った植林は効果があることがわかった。ただし、ヘキサチューブの使用は、輸送のコス

トなどがかなりかかるため、同じような効果をもつ、苗の周りの草刈や水やり、後述するボッソ

ウで有効性が明らかになった東屋などを実施することで植林の効率をあげることが考えられる。  

 ボッソウで開始した、東屋による苗木移植時およびその予後も順調だった。東屋はパッチ状に

森林を施す際有効な手法といえる。あらたに導入した挿し木は生育が良好なだけでなく、簡便な

作業なため、地域住民の中に報酬によらない植林活動を始めるものがあらわれた。一連の植林活

動は地域住民の環境に対する意識を高めることができた。 

 本プロジェクトで対象とした調査地では、どの地域でも国立公園や保護区が何のために設けら

れたかという理由を地元民がよく理解していない、という問題が共通してみられた。また、伝統

的に自分たちが暮らしてきた土地を保護区に提供した見返りにどんな補償が受けられるのか、と

いうことについて政府との間に明確な合意が形成されておらず、さらに、急速に変化していく生

活と物質文明の流入に対処するための指針がなく、地域としてどうまとまった将来計画を立てて

いくか方針が決まっていない。しかし、その一方で、いずれも日本人研究者が学術的調査をおこ

なってきた場所であり、その調査を手伝ってきた地元住民も多いため、大型類人猿の保護への関

心も高い。まだ政府主導による観光事業が誘致されていない地域では、かえって地元主導型の観

光を創出しやすい条件を持っていると考えられた。保全やエコツーリズムに住民の参加を促進す

ることによって逆にコミュニティの再生を促すことも可能と考えられる。政府や大型NGO主導で

はなく、住民参加による地元主導型の観光を研究者の助言の上で企画すれば、コミュニティ・コ

ンサベーションの有効な手段として活用できるであろう。 

 

５．本研究により得られた成果 

（１）科学的意義 

1) 広域調査を取り入れたことにより、これまで生存確認されていなかった、あるいは生息して

いないとされてきた地域で、類人猿の生存が確認された。 

2) マハレ、ルオー、ボッソウ、カリンズでは主要調査集団を詳細に追跡することによって、ほ

ぼ完全に近い形でのネスト・センサスをおこなうことができた。また、センサスのための基

礎データとなる、ネストの崩壊速度をさまざまな樹種で測定した。さらにネストの崩壊速度

を決定する要因として、ネストの高さと位置、ネストに用いられる枝の数、構造、強度等も

調べた。センサスによる推定密度と、直接観察による正確な密度との比較が、ネスト・セン

サスの精度の評価を可能にした。その結果は、他の地域におけるセンサスにも、十分応用可

能である。 

3) 9 つの異なる環境で調査をおこなった結果、地域の特性が鮮明になった。同時に、各地域に

適したセンサスの基礎データ収集方法が確立され、各地域に特徴的なデータの蓄積が可能と

なった。 
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4) 大型類人猿の分布域および生息数に関して、これまでの情報を再評価できた。分布に関して

は分布地図が書きあらためられ、生息数に関してもより実際に近い数値が算出された。 

5) 大型類人猿の生存に関する自然的要因の追跡によって、彼らの生息域における多彩な動・植

物相に関する生態学的情報を収集・蓄積できた。それらの情報は、今後の自然資源の利用方

法とその持続可能性の検討に貢献できる。 

6) 大型類人猿の生息実態を通じて、人間活動が彼らの生息に与えている影響とその実態に関す

る基礎資料を蓄積することができた。それらは、地域に適した将来的に永続可能な保全プラ

ンを作成し、それに基づく保全活動の早急な実現にむけての施策に応用できる。  

7) 一つの地域での長期継続的な研究活動が、類人猿の保全に効果的であることが明らかとなっ

た。 

8) 大型類人猿生息域における人間活動を制限することはその生息状況を改善に導き、将来的に

実践的なフィールド研究の場を提供することが期待される。その一方で、人間活動をコント

ロールするための政治的・経済的措置の検討が不可欠となることが明らかにされた。  

9) 住民生活の通年にわたるモニタリングは、多くの資金と労力が必要であり、これまでごく限

られた調査しかおこなわれていない。そのため本調査の結果は、様々な環境で生きる人々の

生活の実態を知る貴重なデータとなり、人類学や民族学に大きな貢献をするものと期待され

る。 

10) 地域住民が真に必要とするものを特定し地域における諸問題の解決策を具体的に示すこと

で、森林保全だけではなく、開発経済学の分野でも、地域開発の研究の基礎資料となる。  

11) 糞尿など非侵襲的な試料から寄生虫、細菌、ウィルスを検索する方法を確立し、野生大型類

人猿の罹患状況を明かにした。この方法は、特殊な訓練を受けた専門家が現地にいない場合

にも病原体の試料収集が可能である。 

12) 野生大型類人猿の保有する寄生虫、細菌の種類には地域差があることが明らかになった。  

13) 糞線虫や数種のウィルスについて、ヒト－大型類人猿間の相互感染を示唆する結果が得られ

た。 

14) ヒトの感染症病原体にさらされている飼育個体を検査することで、大型類人猿に感受性の高

いヒト疾患を明らかにした。 

15) 糞から得られるコルチゾール濃度を指標として、大型類人猿のストレス・レベルを評価する

方法を確立し、その有効性を明らかにした。 

16) 個体ベースの視覚的健康モニタリングにより、観光客の人数が多くなると野生チンパンジー

の健康状態に悪影響が出ることを明らかにした。 

17) サバンナにおいて小規模でも確実に植林を施したいとき、苗木の定着に東屋が効果的である

ことを明らかにした。 

18) 挿し木がサバンナにおいても有効であると確認できた。比較的容易なこの方法は、苗木の準

備が難しい地域においても応用が期待できる。 

19) ボッソウにおける地域住民と協調した植林手法は、森林保全に対する積極的な関心を呼び起

こしてきた。これは他地域へ応用する際のモデルケースとなるだろう。 

20) カリンズにおけるチンパンジーの生態の基礎調査によって、伐採によるチンパンジーの生態

に対する影響が明らかになった。 

21) ヘキサチューブの使用は、樹種と場所を選択すれば植林の効率をあげることが明らかになっ

た。 

22) それぞれの調査地で主として地元民と話し合いを持ち、コミュニティ・コンサベーションを

推進する上での問題点とエコツーリズムの是非を論じた結果、各調査地に共通の問題点と、

各地に固有の問題点とが明確になった。 

23) 直接観察によってエコツーリズムの実態についての定量的なデータを得た。 

 

（２）地球環境政策への貢献 

1) 今後、GRASP-Japanを通じ、国際機関であるGRASP（大型類人猿保全計画）に対し、「地域の

実情に根ざした大型類人猿保護計画の具体的な策定と実行、並びに国際的な大型類人猿保護

の枞組み(UNEP/UNESCO)の保護政策に資する、ボトムアップ型大型類人猿保護の政策提言お

よびその実現のための施策」を提言する。 

2) 国際霊長類学会、日本霊長類学会、日本アフリカ学会、日本熱帯生態学会、プリマーテス研

究会、SAGA（アフリカ・アジアの大型類人猿を支援する集い）、タンザニア野生生物研究所

年次大会等を通じ、日本国内および大型類人猿生息国を中心に成果の広報・普及に努めた。  

3) 本調査地域を抱える各国政府・関係機関に対し、環境政策に向けたより実践的・具体的な方

策を提出した。とくに、タンザニアのチンパンジーの生息密度については、本研究によって
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明らかとなった減尐傾向についてタンザニア政府機関に報告し、国立公園外でのチンパンジ

ー保全の必要性を提言した。 

4) カリンズとルオーでは、得られた調査結果に基づいて、それぞれの森林を管轄するウガンダ

共和国森林局とコンゴ民主共和国生態森林研究所と討論を重ね、それぞれの地域での森林保

全政策の立案に反映させた。今後、他の調査地でのデータ収集と分析が進めば、それぞれの

調査地における保全政策に大きく貢献できるものと期待される。 

5) 地域住民の生活と森林利用のモニター調査には、地域住民の森林保全への関心を高める効果

がある。住民はこの調査に加わることで改めて自分たちのもつ資源の貴重さを再認識してい

る。このような草の根レベルの関心の高まりは、保護政策の立案と施行に大きく貢献するも

のと考えられる。 

6) この調査で用いたモニタリングの方法や結果を、国際霊長類学会のシンポジウムとワークシ

ョップ、WCS等が主催する東アフリカの環境変動に関するシンポジウムなどで報告し、地域

ごとの個別の状況をていねいに調べて保護計画を立てる手法が、高い評価を受けた。こうい

った手法は、今後の国際レベルの自然保護の取り組みにも利用され、ボトムアップ、トップ

ダウン双方向からの類人猿の絶滅回避にむけた活動の活性化につながることが期待される。 

7) エコツーリズムなどの人間活動によって大型類人猿が被る感染症やストレスのリスクについ

て、現場関係者の注意を喚起し、対象個体群の実情にあわせた提言を随時おこなった。  

8) 具体的な保護活動の対策立案に直結する、個別地域における大型類人猿のヒト由来感染症の

暴露状況を定量的に示す方法を確立した。 

9) ヘキサチューブの設置や東屋の建設、サバンナへの挿し木など実践をともなう研究を通じ、

地域住民の環境意識の高まりがみられ、ボトムアップ型の保護対策の構築が進んだ。  

10) 在ギニア日本大使やギニア高等教育省大臣が出席したギニアにおける国際会議（Bossou 30 

ans. Symposium International Recherche et Conservation des Grands Singes Africains: 

30eme Anniversaire du Projet Bossou-Nimba）や、ギニアの首都コナクリにおける植林活動

の広報活動などにより、現地国でチンパンジー保全と植林活動の重要性を提言した。  

11) ボッソウ・ニンバ地域およびカリンズ地域の活動は、市民が参加できるシンポジウム（たと

えば、毎年 11 月開催の第 9～11 回SAGAシンポジウム）でも口頭による説明やパンフレットの

配布をおこなってきた。今後も同様の機会を通じ、成果の広報や普及に努めたい。  

12) 現在までに得られた結果と推論から、今後類人猿のエコツーリズムを成功させるために、以

下の提言をおこなった。1) 類人猿や自然資源の定期モニタリングの実施と地元民の参加、 2) 

保護区の経営とエコツーリズムの運用への地元民の参入、3) 類人猿の知識を盛り込んだ自然

保護教育システムの創出、4) 観光や産業創出プロジェクトの立ち上げ、5) 環境教育や公園

経営等の人材育成の研修事業の推進。 
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